
 

 

「持続可能なバス路線」の推進のため、交通事業者や市町村では、バス利用促進計画を

策定し、利用促進に向けた取組みを実施している。また、収支の改善が困難と考えられ

る過疎地等の条件不利地域でも、利用促進の取組みやデマンド型交通への切り替えなど

が図られており、県では、こうした取組みを支援している（右記を参照）。 

１．利用促進計画の策定及び取組みについて 

○計画の策定系統数（H31.1 現在） 

系統数 ２０ 

市町村数  ８ 

 ※計画策定対象は 36 系統 
（民営 24、公営 12） 

 

○計画の目標達成の状況（速報） 

達成状況 路線数 路線名 

達成 ８ 
黒瀬谷線、勝木原線、中央幹線、生地循環線、南加積線、宮川線、 

新屋線(1)、新屋線(2) 

未達成 ７ 
新湊・大門線、新湊･本江線(1)、新湊･本江線(2)、新湊･小杉線(1)、 

新湊･小杉線(2)、新湊･越中大門駅線、砺波総合運動公園線 

特殊要因※ ５ 
室牧線、石堤循環線、小杉地区循環線、庄川線、伊勢屋線、 

※特定農山村地域等の地理的条件が不利な地域や、利用者は増加しているが経常
経費の高騰により収支率が目標を達成できなかった系統の検証を今後予定 

    

２．条件不利地域での利用者数の推移、デマンド交通の実施状況 

○条件不利地域の県補助路線の利用者数の推移（幹線及び NPO バス路線除く） 

 Ｈ29 Ｈ30(速報値) 増減 

利用者数 265,240 人 248,390 人 ▲16,850 人(▲6.4％) 

路線数 59 59  

＜参考＞その他地域の利用者数の増減（H29[1,321,646 人]→H30[1,445,830 人]）： 9.4％増 

○利用者が増加した条件不利地域の路線       ○デマンド型交通（区域運行）の実施状況 

市町村名 路線数 増加人数  市町村名 運行開始 

富山市 6 路線（全 16 路線） 399( 4.7％)  富山市 H17 

高岡市 1 路線（全 3 路線） 284( 3.9％)  小矢部市 H20 

魚津市 1 路線（全 2 路線） 279( 2.7％)  黒部市 H23（H27 拡大） 

南砺市 7 路線（全 21 路線） 1,110( 5.5％)  射水市 H24 

上市町 1 路線（全 2 路線） 86( 2.8％)  入善町 H27 

朝日町 6 路線（全 12 路線） 1,306(10.0％)  砺波市 H30 

合計 22 路線（全 56路線） 3,464( 5.5％)    

 

 

 

 

 

 
「持続可能な地域公共交通の確立」小委員会での検討を踏まえ、バス路線

の利便性の向上による利用者の増加や条件不利地域(過疎地等)での住民の

生活の足の確保を図るため、県補助制度を利用促進の取組みの推進と頑張

りを評価する制度に見直し 

バス利用促進の取組み実績 

 
1)利用促進計画の策定（Ｈ30） 

条件不利地域以外において、収支率が一定未満や収支率等が 2年連続して悪化して

いるバス路線において、市町村が交通事業者と連携のうえ、「利用促進計画（2年間）」

を策定し、収支率の目標とその取組みを明確にする。 
○対象路線 

・収支率が、生活路線で 55％未満、市町村運行バス路線(通勤路線に限る)で 20％未満 

・２年連続して収支率及び利用者数が一定（5％）以上悪化 

2) 頑張りの評価（Ｈ30） （ただし、特別な事情がある場合は配慮する） 
  ⇒1）の取組みの結果、収支率の目標を上回れば、 

   ・バス事業者が行う活性化事業等に補助を上乗せ（20 万円／路線、上限 50 万円） 

・欠損が縮小することで、市町村の負担が軽減 

  ⇒1）の取組みの結果、収支率の目標を下回れば、頑張りを促す措置として 

   ・次年度以降の欠損補助の補助率を段階的に引下げ  

（1年目で目標未達）1/2→5/12、（2年連続なら）5/12→4/12（1/3） 

   ・次年度に目標を上回れば当該年度で補助率 1/2 に戻す 

 
3)バス事業者、市町村が行う利用促進等の取組みに対する補助制度を創設（Ｈ30） 
 ・補助率 1/3 ※1）の利用促進計画に位置づけた取組みは、1/2 に引上げ 
 ＜利用促進の取組み（例）＞ 

   地域で利用促進に取り組む協議会等の設立、バス停やルート変更のための調査、 

   商店街とタイアップした企画イベント、路線バスを利用したツアー など 

 
  

4）条件不利地域の住民の生活の足の確保（Ｈ29、30） 
過疎地等のバス路線は収支改善が困難であるが、高齢者等の生活の足の確保

のため、利用促進の取組みを支援 
・3)の制度により、バス事業者及び市町村が行う利用促進の取組みを支援。 

さらに、利用者が増加した市町村での利用促進等の取組みについては、補助率を

1/3⇒1/2 に 

  ・定期路線バスの運行が適さない地域では「デマンド型交通」への切り替えを推進 

（初期費用や運行（5年）に県も支援）H 

 

見直しの概要 

条件不利地域とは 
①過疎地域 
②振興山村地域 
③半島振興対策実施地域 

３ 

＜参考＞ 

県の補助制度の見直し（Ｈ29，30） 

＜利用促進計画に記載されている主な取組み事例＞ 
【現状把握】 

・バス利用者の実態を継続的に調査できるシステムの構築（砺波市、加越能バス） 

【ルートの見直し等による利便性・効率性の向上等】 

・車両の一部を小型化し、要望のある地区へ延伸（黒部市、地鉄） 

・自由乗降区間の設定を検討（上市町） 

【利用者増に繋がる取組み】 

・特定の路線に特化した時刻表を作成し、他公共交通機関との乗継情報を充実（富山市） 

・地元住民が主体となってイベント時などで路線バスを利用（地元住民、高岡市（補助）） 

・一部施設にバス利用者への付加サービス（ポイント付与など）の検討を要請（入善町） 

※H29 数値は H30 運行路線の実績 

資料 ３ 

１ 

路線の再編や統合も検討 



  富山県の路線バスの現状について 

(1)輸送人員 

  ○ 平成 29 年度の一般乗合旅客自動車輸送事業の輸送人員は 991 万人で、平成７年度 
（2,228 万人）の約 44％となっており、直近の 10 年間は緩やかな減少傾向にあったが、 
近年は増加傾向にある。 

 
 

(2)実車走行キロ 

○ 平成 28 年度の一般乗合旅客自動車輸送事業の実車走行キロは 17,223 千 km で 
平成７年度（15,452 千㎞）の約 114％であり、直近の 10 年間は増加傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)営業収入 

○ 平成 28年度の一般乗合旅客自動車輸送事業の営業収入は 49億 5千万円で、平成７年度（78
億 6 千万円）の約 63％であり、直近の 10 年間は緩やかに増加している。 

 

 
       

 

 

 

 

 

 

 

(4)県バス運行補助の対象系統数、補助額の推移 

○ 民営バスの一部や公営バスの大多数は、利用者の減少により赤字路線となっており、 
多額の公費（市町村負担、県補助）に支えられている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(5)県バス運行補助対象系統の収支率の推移 
  ○県が欠損補助を行っている民営バスや公営バスの収支率は、年度間で増減があるが、 

５年前（H25）と比較すると、民営バス、公営バスともに減少となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※収支率は、①民営バスは経常収益／経常経費、②公営バスは運送収入／運送費用 

  

(6)県バス運行補助対象公営バスの地域別状況（Ｈ２９実績） 

○県が運行補助する公営バスは１５５系統あり、その約６割は過疎地等を運行しており、 
その他地域を運行する系統に比べて、収支率が低くなっている。 

区分 過疎地等 その他地域 全体 

系統数 90 系統 65 系統 155 系統 

利用者数(a) 244,672 人 458,762 人 703,434 人  

実車走行キロ(b) 1,343 千 km 1,164 千 km 2,507 千 km 

経常収益(c) 32,610 千円 46,126 千円 78,736 千円 

経常費用(d) 256,628 千円 235,939 千円 492,567 千円 

収支率(c /d) 12.7％ 19.5% 16.0% 

県補助額 42,954 千円 35,000 千円 77,954 千円 
 

※１ 過疎地等とは、過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、半島振興法に基づいて指定された地域 

※２ その他地域とは、過疎地等に該当しない地域 

（資料）富山県運輸概況、自動車輸送統計年報（国土交通省） 

（資料）富山県運輸概況（北陸信越運輸局富山運輸支局） 

（資料）富山県運輸概況（北陸信越運輸局富山運輸支局） 
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